２００８年１２月議会　　　一般質問　　　

　質問と答弁　　　　議事録　から　抜粋

http://www.city.yamagata.gifu.jp/gikai/kaigiroku/pdf/20/t4.pdf
答弁者　　保健福祉部長
質問事項　　若者世代対応、少子化対策の推進と今後の施策について
通告順位８番 寺町知正君。 

○１２番（寺町知正君） それでは、通告に従って３問質問させていただきます。 

まず最初ですけれども、保育の関係ということで、保健福祉部長にお尋ねします。 

若者世代に対応し、少子化対策の推進と今後の施策ということで伺います。 

保育は、法令によって市の責務とされています。そもそも若者世代対応、少子化対策の推進の観点でも保育行政における積極的な施策が不可欠であり、かつ山県市の人口が減る、そういう見込みからすれば、少なくとも若い世代に魅力ある方向性をアピールし、他の自治体より前に進む必要があると思います。 

そこで質問です。 
まず１番目ですけれども、保育所に行きたいが受け入れ側の事情で入れないケースを待機児童といい、特に都市部ではその対策が課題となっています。山県市の場合、年度初めからの入所は希望がかなうとして、年度途中の場合、どのように対処し希望をかなえているのでしょうか。 
２つ目ですが、広域、いわゆる管外保育委託、そういう事業はいつからどのような趣－ 94 － 

旨で始まったのでしょうか。利用者の人数と職業はどのようでしょうか。一般市民、民間会社勤務の人の利用に供されていると言えますか。そして、今後、周知し、利用促進を図る必要があるのではないでしょうか。今後は拡大できる方向にありますか。
３問目ですけれども、保育園における延長保育の希望が増加していることは認識されています。現在の朝７時半からの早朝保育、19時までの長時間保育、延長保育に関して、前に延ばす、あるいは後ろに延ばすということについて対応すべきだと思いますが、現状は受け入れているのでしょうか。そもそも市からニーズの確認をするべきであるし、実は市民のニーズの開拓が必要な分野であると指摘されています。今後、どうしていくのでしょうか。 
４つ目ですが、山県市の行政改革大綱の実施計画、17年から21年ですけども、これでは保育園の民営化や調理業務の民間委託を検討し、児童館、子どもげんきはうす、放課後児童クラブ等の外部委託及び指定管理者制度の導入検討とされています。検討状況を完結にまとめてください。単なる施設管理運営の委託や指定管理における合理性はともかく、学校、保育、図書館など文化的、教育的な分野への民間委託や指定管理の導入には市の主体性や将来の市民への責任の意味においても強い懸念を持っています。市の考えはどうでしょうか。
５つ目ですが、保育所の保育指針の改定によって、来年４月からすべての保育所入所児童に保育所から就学先となる小学校へ保育指導要録を送付することになりました。この指針改定に関して、市の現状の認識と今後の取り組みはどのようでしょうか。要録等、個人情報として適切に取り扱うことが不可欠であることは当然として、改定によって保育士の公務員性や専門性が高まると考えますが、いかがでしょうか。 

以上、お尋ねします。 
○議長（藤根圓六君） 笠原保健福祉部長。 

○保健福祉部長（笠原秀美君） 御質問にお答えします。 

この待機児童の解消につきましては、喫緊の課題となっており、国においても保育所の施設基準や保育士の配置基準を緩和し、用地の確保が難しい都市部の自治体にも柔軟に施設を整備できるようにするなど、待機児童問題の改善のために検討されてきました。 

山県市においては待機児童はなく、これまでも年度当初に希望する保育園に入園いただいております。 

なお、年度途中の入園希望者に対しては、保育士の確保等、適切な受け入れ体制が必要なことから、申込書をすぐに提出いただくのではなく、事前に入園相談という形で希望される方の実情に応じて、第１希望に沿えない場合は、第２希望の保育園に入所いた－ 95 － 

だき、次年度には希望の保育園に入園いただくなど、ニーズにできるだけ沿えるよう対応しております。 
２点目の広域保育についての御質問にお答えします。 

保育所は、居住している自治体の保育所を利用するのが原則ですが、保護者の勤務地等の広域化に伴い、居住地の保育所に預けることが困難な家庭が増加してきました。こうしたことから、平成10年度から広域入所の需要が見込まれる市町村は、あらかじめ関係市町村間で十分に連絡調整を図り、広域入所の体制整備に努めることとされ、当時、山県郡３町村においても協議され、同年度から始まったと記憶しております。なお、広域保育には自治体間で要件が定められています。 

利用者数は、年度により異なりますが、山県市外から市内の保育園へ入園している児童、いわゆる受託児童は平成18年度が２名、19年度が７名、20年度が７名、また、山県市外への委託児童については、平成18年度が６名、平成19年度が７名、20年度が３名となっております。 

利用される方の職業は、民間会社、公務員等、いわゆる会社勤めの方がほとんどです。このため、当然、会社勤務の方に供するものと考えており、今後、少子化対策を推進していく上で周知、利用促進は必要と考えていますが、各自治体において待機児童問題が解消しないと、この広域保育の受け入れができないなど、保育サービス全体を考慮して推進していく必要があると考えております。 
３点目の延長保育についての御質問にお答えします。 

この延長保育につきましても、近年の就業形態の多様化に伴い、ニーズも増加し、開所時間も拡大されてきております。 

山県市においては、現在、全10保育園において、午前７時30分から午後７時までの利用が可能ですが、そのニーズは保育園により異なり、延長保育を固定的に利用してみえる方はおおむね２％で、時期にもよりますが、午前７時30分から利用してみえる方は約1.5％、午後７時まで利用してみえる方は１％に満たない状況です。また、平成19年度と今年度を対比してみますと、常時的に利用される方は減り、臨時的に利用される方が増加しているように見えます。 

こうした現状は、子育て支援に対して社会全体の理解、特に会社等においても、子育て支援に対する理解が高まってきていることも要因の１つではないかと考えております。この延長保育についても、広域保育との関係、各種保育サービスともかかわっていると考えます。 

こうしたニーズも変化してきており、その把握については山県市次世代育成支援行動計画の後期計画策定が平成21年に実施する予定で、今年度中にニーズ調査を実施し、その中で把握する予定をしております。 
４点目の保育園等の民営化についてお答えします。 

まず、保育園の民営化につきましては、これまで児童福祉審議会で審議されてきました。その中では、利用者ニーズが迅速かつ的確にこたえていく必要性があり、民間の力により、よりきめ細かな対応が可能となるが、行政の責務として保育サービスの後退、質の低下をしないように推進していく必要があるなどの答申をいただいております。 

しかし、現在、具体的にはなっておりませんが、市における定住化の促進や人口流出対策、地域の活性化のための方策として、幅広い行政計画の一環として体制化した施策として考えていく必要があると考えております。 

また、保育園の調理業務につきましては、当然、質の低下とならないことを前提に、学校ともあわせて具体的に検討しましたが、現時点においてはその効果は少なく、今後も継続して検討していく予定でございます。 

児童館、放課後児童クラブ等の民営化については、具体的な検討とはなっておりません。 

いずれにいたしましても、議員の御指摘のとおり、この民営化等につきましては、市としての責務、主体性を明確にすることは当然重要な責務と考えておりますので、御理解いただきますようお願いいたします。 
第５点目の保育所保育指針改定に伴う取り組みについてお答えします。 

これまでも、保育所においては子育て支援の重要な拠点として、多様化するニーズにより保育サービスの充実や保育士の資質向上に努めてまいりました。また、保育士の専門性も年々高まり、その役割も重要となってまいりました。このため、平成22年度からの保育指針の改定も踏まえて、保育所と学校の連携、交流等も増やし、保育士は専門的な研修や子育て支援関連の研修等を経て、山県市保育研究会において市内の保育園保育士、調理員も含め全職員が共通の認識のもと、来年度に向けて取り組んでまいりました。 

また、今年度からは、具体的に保育要録等についてなど、部会の中でも検討をされております。当然、これまでも個人情報の多くある保育園であるため、この取り扱い等についても保護者の理解や周知、小学校への送付における適切な取り扱いを徹底してまいりましたが、今後もさらに注意を促してまいります。 

いずれにいたしましても、子供の発達や生活の連続性等を踏まえて、保育所から小学校を通じて子供たちの育ちを支えていくため、また、保育所の社会的責任を果たすために努めてまいりたいと考えておりますので、御理解いただきますようよろしくお願いい－ 97 － 

たします。 

以上をもちまして、答弁とさせていただきます。 
○議長（藤根圓六君） 寺町知正君。 

○１２番（寺町知正君） それでは、保健福祉部長に再質問いたしますけれども、まず、１番目の待機児童のことですけれども、第１希望に沿えない場合に、入園相談をして、第２希望のところでまず一たんかなえていこうというふうに対処しているということでした。実は、これ、12月の初めに通告したんですけど、偶然ですが、その数日後に岐阜から山県に転入したいという人の相談があって、保育所に希望を出したら、来年の４月までだめですと言われたと来られた。それだったら第２希望という形があるはずですよと言ったら、もう一度行かれたそうですが、言ったところが定員がいっぱいでねという趣旨を言われたとか、もう一つのところに行っても同じようなことで、一時保育ならできないことはないですがと言われたとかという話でまた来たんです。そうすると、先ほどの答弁と比べると、現場ではかなり伴っていないと思って、そういう意味では実質的に待機児童になる人がいるのではないかという心配をするんですが、その点、いかが思われますか。 
それから、２番目ですけれども、広域の保育ということについて、先ほどのお答えでは、民間と公務員がほとんどという答えでしたけど、どうもほとんど周知されていないように思いますので、そうすると私は公務員の人が多いんじゃないかと思うし、９月の議会、議場でそんな趣旨の答弁があったように思うんですが、どうでしょう、民間と公務員という並列の答えでしたけれども、公務員がほとんどじゃないんですか。 
それから、待機児童の問題が解決しないとなかなか先に進めないニュアンスの答弁も含まれていましたけれども、実は岐阜県というのは待機児童がほとんどいない、インターネットには過去10年間のデータも出ていますが、例えば、岐阜市でもずっとゼロなんですよね。ということは、山県市と関係するその自治体というのは、みんな待機児童の問題がないわけですから、先ほどの答弁で待機児童の問題が解決しないと広域の保育が広げにくいということは全く根拠にならない。結局、周知が十分にされていないし、皆さんが、行政がＰＲしなければいけない部分じゃないかなというふうに思うんですが、その点、いかがですか。 

それから、３つ目の延長保育などの関係ですけれども、今年度中に２次の調査ということですが、もう12月の下旬まで来ているわけですよね。残り３カ月で一体、いつ、どのように調査するのかということと、先ほども申し上げたけれども、ただ聞くアンケートをとるだけじゃなくて、市民の人のニーズを開拓していくという問いかけ、設問の方法が大事じゃないかなと思うんですが、そのようなことができますか。 
それと、今後の民営化などについてですけれども、諮問があって答申があったというわけですね。私も諮問も答申も見ましたけれども、やっぱり市長のほうが民営化の方向をうたって、それを投げかけて、それに対してそうですねと、民営化が必要ですと、ただし幾つか注意しましょうよという答申になっているわけですよね。そうすると、やっぱり市長がそういうふうに出したから答えが来るのは当然なんですよ。 
ところが、最近いろんな問題があって、例えば、指定管理でも取り消しということが起きている事態があちこちにある。それから、つい先日、関東地区で二十幾つの保育園を指定管理でやっているところが突然倒産した。朝、行ったら張り紙がしてあってだめですと。どこかの自動車学校と一緒なんです。指定管理でそういうことが起きてしまうんです。そういった取り消しの事例とか、指定管理を受けたところが倒産した保育園の話、部長は御存じでしょうか。 
○議長（藤根圓六君） 笠原保健福祉部長。 

○保健福祉部長（笠原秀美君） 再質問にお答えします。 

第１点の待機児童の問題につきましては、保育園の入園相談に関しましては、子ども家庭課または各保育園で相談を受けているのが現状で、現時点ではそういった事例はないと私は聞いております。もし、先ほど議員がおっしゃいましたことがあるとすれば、子育て支援をしていく拠点施設としての機能の重要性を再度認識させる必要があるというふうに思い、職員一同、そういった認識に立って事業を進めてまいりたいというふうに考えておりますので、御理解いただきたいと思っております。 
２点目の広域保育に関しましては、保護者の方に向けて、現在、ホームページ等で周知はしておりますが、全保護者の方が集まっていただけるような場というと、やっぱり健診等の場が一番いいのかと思いますが、そういった健診の場とか、保護者の親グループの交流等を通して、そういった周知のほうに徹底してまいりたいというふうに考えております。 
それから、３つ目のニーズ調査につきましては、次世代育成支援行動計画の後期計画としまして、来年度、その計画をつくる基礎資料として、今年度、その準備に入るわけでございますが、具体的には来年の１月上旬に実施する予定をしております。 
４点目の民営化等、指定管理の問題については全国的にそういった問題も起きて、問題に対しては承知しておりますが、現在は具体的な民営化については検討には至っておりませんが、保育行政のあり方を根本にどうあるべきかを考えながら、受け手である社会福祉法人等の能力を見きわめながら、きちんとした方法で検討できるよう考えてまいりたいというふうに考えております。 
○１２番（寺町知正君） 倒産とか、取り消しの事例は知っていますかという質問です。 

○保健福祉部長（笠原秀美君） 先日というか、テレビで報道されておりましたので、承知はしております。 
○議長（藤根圓六君） 寺町知正君。 

○１２番（寺町知正君） 再々質問しますけれども、今の指定管理や民間委託、外部の話ですね、これについてですけれども、先ほども通告で使いましたが、行政改革大綱ということですね、これについては、副市長が取りまとめをずっとされて、改定もされてきていると思うんです。そこで、再々質問は副市長にお聞きしたいので、ちょっとお聞きください。 
今、申し上げたように、指定管理とか民間委託というふうに、自治体の外に委託するわけですよね。その場合に相手方が民間ですから、当然、いろんな予定が狂って倒産したりとか、そういったこともある。あるいは不法行為をして取り消しという事例も実際にあるわけです、部長は御存じだということですけれども。そういったことが起きる可能性があり、しかも指定管理が始まって、最近、そういうのがあちこちで出てきているわけです。
そういった中で、従来、１つの検討材料であったし、この中でも、まずは考えてみようという大前提が十分読み取れます。考えた結果、それぞれ方針を今固めているんでしょうけど、保育については、げんきはうすなどは出さないような方向、給食も当面は直接ということです。
逆に、保育の部分についてはまだ検討する余地がかなりあるような答弁でしたので、私はこの改定も進む今の段階でお聞きしたいんですけれども、非常に経営という意味で、申し上げたように、破綻という状況が起きてしまったら、施設管理なら、それはどこかにかわってもらう、職員が行く、それはできるんですけど、学校とか図書館とか保育というのは急遽かわりができないんですよね。そうすると、いいかげんな質になってしまうことは当然です。そういった問題。それから、経営と質の両方の問題があるということを特徴的に考えなきゃいけない部門だろうというふうに言えます。 
それから、先ほど保育要録という話をしました。こういう学校の内申書と同じようなものです。いろんな行動について保育士の所見が出てくる。それを学校に出すわけです。そういった意味で、従来の保育するということとは違って、非常に中身も専門性、それから責任も高まってきているんです、制度上。そういった中で、簡単に外部に出していいのかなという懸念をより強く持つ必要が出てきたと思うんです。 
例えば、岐阜の県立図書館、これについて、岐阜県は都道府県では全国で２番目の指－ 100 － 

定管理を検討してきたんです、ことしずっと。ところが、先日、古田知事は議会で答えたんですけれども、図書館の中枢機能は重要だと、だからそこは出さないと。だけど、施設としてのものの管理については、一回教育委員会で是非を検討してもらいましょうという非常に小さな持って行き方を今検討しています。それを、もちろん出すかどうかも含めてですが、そういった意味で、内容によっては、これは絶対直営でいくんだという、そういう見きわめが必要な時期だと思うんです。
ですから、山県市が次にこのプランを改定するときに、やはり一定の検討の成果として、もうここは民営化、指定管理は考える必要はないよという姿勢は明確にする部分があるのではないかと思うんですが、その点について、実質的にチーフになる副市長のお考え、いかがでしょうか。 
○議長（藤根圓六君） 嶋井副市長。 

○副市長（嶋井 勉君） 指定管理と民営化についての御質問でございますが、私個人の考え方としましては、民営化も指定管理も紙一重のものだというふうに思っておりまして、指定管理はもちろん行政が関与していくというようなパーセントにしては高いと思いますが、しかし、民営化にしても、議員も御存じだと思いますけれども、ほとんどのものを金銭面からして、保育の面からしてもそれぞれ市の条例に従ってやっていくというのが基本姿勢なんです。ですから、市の責任というのは民営化しても市の責任というのはかなりパーセントを多く占めるんじゃないかというふうに私は思っておりまして、その辺のことは、破綻の問題も含めまして、民営化、指定管理、それとも市営でやっていくのか、この辺は、行政改革の一環に挙げてはございますけれども、十分勉強していかなければならない、こうした時代において最もどれが必要なのかということを考えながら進めてまいりたいというふうに思っております。 
あと、保育指針の改定ですか、個人情報の問題ですけれども、これも、私、まだ勉強不足で申しわけございませんが、時代に合った、そういう方法を望んでいる次第でございます。 

以上でございます。 

○１２番（寺町知正君） 特に、本当に保育や教育というところは、市の責任を十分に持っていただきたいというふうに思います。
